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② 登録住宅の改修・入居への経済的支援

① 住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度

住宅セーフティネット制度の概要

※ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）の一部を改正する法律
（平成29年4月26日公布 10月25日施行）

൛
೵
য

保
証
会
社

ਏ
ଦ
ൟ
঻

入居

都道府県等

登録 情報提供

要配慮者の入居を拒まない住宅
（登録住宅(セーフティネット住宅)）

家賃・家賃債務
保証料の低廉化

・改修費補助
（立上り期に国の直接

補助あり）

・家賃低廉化補助
・改修費融資

（住宅金融支援機構）

居住支援協議会

不動産関係団体
宅地建物取引業者

賃貸住宅管理業者、家主等

居住支援団体
居住支援法人

社会福祉法人、ＮＰＯ等

地方公共団体
（住宅部局・福祉部局）
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入居
支援等

居住支援活動への補助

【住宅セーフティネット制度のイメージ】

国と地方公共団体等
による支援

① 登録制度② 経済的支援 ③ マッチング・入居支援

・家賃債務
保証料補助 等

・家賃債務
保証保険
（住宅金融支援機構）

③ 住宅確保要配慮者のマッチング・入居支援 ⇒ 『居住支援』

2



居住支援協議会・居住支援法人の概要

居住支援協議会の概要

（１）設立状況 114協議会が設立（令和4年3月31日時点）
○ 都道府県（全都道府県） ／ 市区町（72市区町）

（２）居住支援協議会による主な活動内容
・会議での協議、情報交換
・不動産・福祉団体への働きかけ、ネットワーク形成
・住宅相談事業、物件の紹介
・家賃債務保証、安否確認サービス等の紹介 等

○ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進等を図るために、地方公共団体、不動産関係団体、居住支援
団体等が連携して、居住支援協議会を設立

居住支援法人の概要居住支援法人の概要

○ 住宅確保要配慮者の居住支援に係る担い手として、都道府県が指定
（１）指定状況 551法人が指定（令和4年3月31日時点）
（２）居住支援法人の行う業務

① 登録住宅の入居者への家賃債務保証
② 住宅相談など賃貸住宅への
円滑な入居に係る情報提供・相談

③ 見守りなど要配慮者への生活支援
④ ①～③に附帯する業務

（３）居住支援法人に指定される法人
・NPO法人、一般社団法人、一般財団法人
・社会福祉法人
・居住支援を目的とする会社

都道府県知事

居住支援法人

指定申請

【制度スキーム】

【都道府県別指定状況】
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居住支援法人の業務エリア

：都道府県全域
：都道府県の一部

【単位：法人】



【国交省アンケート結果】居住支援協議会の構成員

○ ほぼ全ての居住支援協議会で、住宅部局・福祉部局が参画しているほか、社会福祉協議会も多く参画している。

○ 構成員に居住支援法人を含む居住支援協議会は48協議会。市区町村居住支援協議会では、20協議会において、

平均2.2法人が構成員となっている。

居住支援協議会の構成員

出典：令和３年度居住支援協議会フェースシート調査（国土交通省）

住宅部局

福祉部局

その他

全国宅地建物取引業協会

全日本不動産協会

日本賃貸住宅管理協会

全国賃貸住宅経営者協会

不動産流通経営協会

住宅供給公社

都市再生機構

住み替え支援機構

その他

弁護士会

司法書士会

行政書士会

土地家屋調査士会

その他

都道府県：47協議会

市区町村：63協議会

社会福祉協議会

高齢者支援団体

障がい者支援団体

子育て支援団体

外国人支援団体

生活困窮者支援団体

刑余者支援団体

その他

家賃債務保証会社

住宅不動産関係事業者

福祉関係事業者

その他
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係
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20.8%
12.5%

25.0%

12.5%

１法人 ２法人 ３法人 ４～10法人 11法人以上

居住支援法人の参画状況
【都道府県：28協議会／市区町村：20協議会】

47.3％

86.4％

84.5％

37.3％

27.3％

6.4％

26.4％

14.5％

1.8％

30.0％

5.5％

7.3％

2.7％

1.8％

4.5％

95.5％

26.4％

22.7％

11.8％

16.4％

13.6％

10.0％

33.6％

10.0％

20.0％

21.8％

18.2％
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こども関係部局、再犯防止関係部局、犯罪被害者関係部局、
外国人関係部局、移住定住関係部局、ＬＧＢＴ関係部局 など

葬儀会社、引越会社、大学、警備会社 など

民生委員、権利擁護支援センター、病院 など



要配慮者に対する入居制限の状況・理由と必要な居住支援策

世帯
属性

入居制限の
状況

入居制限の理由
（複数回答）

必要な居住支援策（複数回答）
●50％以上 ◎40～49％ ○30～39％

制限
して
いる

条件
付きで
制限
している

第１位
（％）

第２位
（％）

入居を
拒まない
物件の
情報発信

家賃債務
保証の
情報提供

契約
手続きの
サポート

見守りや
生活
支援

入居
トラブルの
相談対応

金銭・
財産
管理

死亡時の
残存家財
処理

高齢単身
世帯 5％ 39％

孤独死などの
不安(82％)

保証人がいない、
保証会社の審査に
通らない (43％)

◎
(49％)

●
(61％)

●
(61％)

高齢者
のみの
世帯

3％ 35％
孤独死などの
不安 (60％)

保証人がいない
（46％） ○

(32％)
◎
(48％)

●
(58％)

●
(50％)

障がい者
のいる
世帯

4％ 35％
近隣住民との
協調性に不安
（52％）

衛生面や火災等の
不安 （28％） ◎

(42%)
○

(32%)
●
(60％)

◎
(48％)

低額所得
世帯 7％ 42％

家賃の支払いに
不安 (69％)

保証会社の審査に
通らない(54％)

○
(37％)

●
(61％)

○
(31％)

○
(38％)

○
(37%)

ひとり親
世帯 1％ 14％

家賃の支払いに
不安(50％)

保証会社の審査に
通らない(42％)

○
(37%)

●
(52％)

◎
(42％)

○
(35％)

子育て
世帯 1％ 9％

近隣住民との協
調性に不安
（40％）

家賃の支払いに
不安 (34％) ○

(38%)
◎
(43％)

○
(33％)

◎
(47％)

外国人
世帯 10％ 48％

異なる習慣や
言語への不安
（68％）

近隣住民との協調
性に不安(59％) ◎

(43％)
◎
(45％)

◎
(44％)

●
(76％)

国土交通省 住宅建設事業調査「住宅確保要配慮者の居住に関する実態把握及び継続的な居住支援活動等の手法に関する調査・検討業務報告書」（令和2年3月）より

全国の不動産関係団体等会員事業者へアンケート調査（令和元年度実施、回答数１，９８８件）
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